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研究要旨 

都道府県は、医療計画の中に医師確保計画を策定し、医師確保策を体系的に進めてゆく

こととなっているが、各都道府県が医師確保策の事例を共有し、次期医師確保計画の策定

に向けて活用を進めてゆくことは有意義であると考えられる。 

そこで、本研究班では、各都道府県の医師確保計画担当部署に対して、共通フォーマッ

トによる医師確保事例の提供を依頼、取りまとめを行い、研究班からのコメントを付した

上で事例集として都道府県に配布することとした。 

その結果、40 都府県（回収率 85.1％）から協力が得られ、キャリア形成プログラム適用

医師に関する事例 54、それ以外を対象とする事例 104、事例を分類せずに回答を寄せた事

例 1 の計 159 事例が収集された。 

主な対象領域を回答した事例を集計したところ、産科医の確保、へき地における医師確

保を主な目的とする事例がそれぞれ 29 事例と最も多く、次いで、医師少数区域・小児科医

の確保を目的とするものが各 23 事例と続いた。各都道府県が、医師の地理的偏在ととも

に、診療科偏在の是正にも取り組んでいることが明らかとなった。 

Ａ．研究目的 

 

2018 年に成立した医師法・医療法改正に

より、都道府県は、新たに医療計画の中に医

師確保計画を策定し、医師確保策を体系的に

進めてゆくこととなった。 

本研究では、これまで、3 年計画の 1 年目

となる 2020 年度に各都道府県が作成した医

師確保計画を収集・分析し、その記載内容の

整理を、2 年目となる 2021 年度に、都道府

県への質問紙・ヒアリング調査を実施、都道

府県における医師確保策の実態を明らかに

してきた。 

3 年計画の最終年度となる 2022 年度は、



今後、次期医師確保計画に向けて各都道府県

がこれまでの医師確保策の評価や、次期医師

確保計画の策定に向けた取組を本格化させ

ることとなるタイミングを踏まえ、各都道府

県が行う医師確保策の事例収集を行い、「医

師確保取組事例集」を作成、研究班で事例の

分析を行うとともに、とりまとめた事例集を

都道府県に配布することを目的とした。 

 

 

Ｂ．研究方法 

 

研究班における議論等を踏まえ、令和 4 

年 8 月 2 日付で各都道府県の医師確保計画

担当課あてに医師確保のための事例提供を

求めた。（別添）締切は 8 月 31 日としたが、

協力が得られなかった都道府県に対しては、

2 回研究協力へのリマインドを行った。 

協力が得られた都道府県の事例には、都道

府県ごとに研究班からのコメントを付した

上で、「医師確保事例集」として取りまとめ

た。 

事例集の作成にあたっては、医師確保にあ

たって、どのような属性の医師の確保を目指

した事業であるかを明確にできるよう、事業

の主な対象となる医師の属性（医師少数区

域・少数スポット・離島・へき地・特定の診

療科等に勤務する医師の確保を目指した事

業であるか）について、都道府県に分類を依

頼した。 

また、医師確保計画策定ガイドラインに、

「医師確保計画において定められる都道府

県が行う対策は、地域枠医師等のキャリア形

成プログラムの適用を受ける医師に関する

事項が中心になるものと考えられる。」と定

められている他、「キャリア形成プログラム

の適用を受ける医師以外についても（中略）、

都道府県は適切な関与を行うこと。」と記載

されていることを踏まえ、キャリア形成プロ

グラムの適用を受ける医師のみならず、キャ

リア形成プログラムの適用を受けない医師

の確保に関する確保策に係る事例の提供も

依頼し、それぞれ別様式で事例提供を求めた。 

 

 

Ｃ．研究結果 

 

40 都府県（回収率 85.1％）（「該当なし」

との回答をした 3 県、事例様式によらない

回答をした 1 県を含む）から回答が得られ

た。 

提供された事例は、キャリア形成プログラ

ム適用医師対象の事例 54、それ以外を対象

とする事例 104、事例を分類せずに回答を寄

せた事例 1 の、計 159 事例が寄せられた。

事例集は、令和 5 年 3 月に厚生労働省医政

局計画課から各都道府県の医師確保計画担

当部署に事例集として送付した。 

主な対象領域を回答した事例（1 事例に複

数の対象が含まれる場合も含む）について、

その領域を集計したところ、産科医の確保、

へき地における医師確保を主な目的とする

事例がそれぞれ 29 事例と最も多く、次いで、

医師少数区域・小児科医の確保を目的とする

ものが各 23 事例と続いた。うち、キャリア

形成プログラムの適用医師については、へき



地 13 事例、産科医・医師少数区域の医師 12 

例が、キャリア形成プログラム適用医師以外

については、産科医 17 事例、へき地 16 事

例、小児科 14 事例となっていた。（図 1、表

2、表 2） 

 

 

Ｄ．考察 

 

収集された事例の領域は、キャリア形成プ

ログラム対象医師とそれ以外の医師でおお

むね傾向は一致しており、それぞれの領域別

の事例数は、都道府県の優先順位を反映して

いるものと考えられる。すなわち、各都道府

県は、医師の地理的偏在とともに、診療科偏

在の是正にも取り組んでいる様子がうかが

える結果となっていたと考えられる。 

 各都道府県が医師確保に向けて抱える課

題は様々であり、その取組内容も多種多様で

ある。このため、すべての都道府県にとって

一律に適用可能な雛形となるような好事例

はそもそも存在せず、他都道府県の事例をそ

のまま活用することも、必ずしも適当ではな

い。 

しかしながら個別の事例を検討してゆく

中で、いくつか注目すべきポイントがあるよ

うに考えられた。以下、それらを列挙する。 

・ キャリアコーディネーターの役割は重要

で、医師の確保・定着に大きな役割を果

たしている。 

・ 指導医の養成に取り組んでいるか、いわ

ゆるセカンドキャリア医師への支援を取

り組んでいるか、といった視点が入って

いる都道府県であるか、そうでないかは、

注目すべきポイントの一つである可能性

がある。 

・ 地域枠を県外医学部に多く持つ場合、大

学との調整や、医学生との接触機会の確

図１ 提供された医師確保事例の主な対象領域 
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表１ 取組の主目的別事例提供状況（キャリア形成プログラム適用医師対象の事例） 

    

提
供
事
例
数 

医
師
少
数
区
域 

医
師
少
数
ス
ポ
ッ
ト 

離
島 

へ
き
地 

産
科
医 
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合
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科 

麻
酔
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外
科 

脳
神
経
外
科 

内
科 

そ
の
他
診
療
科 

01 北海道                
02 青森                
03 岩手 1 〇 〇  〇 〇          
04 宮城                
05 秋田 1               
06 山形                
07 福島 1 〇   〇 〇 〇  〇       
08 茨城 1               
09 栃木 0               
10 群馬 1               
11 埼玉 1               
12 千葉 1 〇    〇  〇      新生児科 
13 東京 1   〇 〇           
14 神奈川 1               
15 新潟 2 〇              
16 富山 1 〇   〇 〇 〇 〇    〇  感染症科 
17 石川                
18 福井 2 〇              
19 山梨 1               
20 長野 2 〇 〇  〇 〇 〇    〇     
21 岐阜 2               
22 静岡 1               
23 愛知 2    〇           
24 三重 1               
25 滋賀                
26 京都 1 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇   
27 大阪                
28 兵庫 1    〇           
29 奈良 2    〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 精神科 
30 和歌山 2     〇 〇 〇      精神科 
31 鳥取 1               
32 島根                
33 岡山 1 〇              
34 広島 2     〇          
35 山口 2               
36 徳島                
37 香川 1               
38 愛媛 2  〇 〇 〇 〇 〇 〇        
39 高知                
40 福岡                
41 佐賀 3     〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇   
42 長崎                
43 熊本 9 〇 〇 〇 〇           
44 大分 1    〇           
45 宮崎 2 〇              
46 鹿児島 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  〇  〇  整形外科 
47 沖縄                

・  



表 2 取組の主目的別事例提供状況（キャリア形成プログラム適用医師対象以外の事例） 
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そ
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01 北海道                
02 青森                
03 岩手 1               
04 宮城                
05 秋田 1               
06 山形                
07 福島 1 〇   〇           
08 茨城 1               
09 栃木 1               
10 群馬 11     〇 〇 〇 〇  〇     
11 埼玉 4               
12 千葉 1 〇    〇 〇 〇        

13 東京 1 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇       

14 神奈川 1               

15 新潟 2     〇  〇 〇 〇    精神科 

16 富山 1    〇 〇 〇 〇    〇  感染症内科 

17 石川                

18 福井 7 〇    〇 〇  〇    〇   

19 山梨 1     〇          

20 長野 5 〇 〇  〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇  
放射線、循
環器内科、
呼吸器内科 

21 岐阜 1               

22 静岡                

23 愛知 2               
24 三重 1               
25 滋賀                
26 京都 1 〇 〇  〇           
27 大阪                
28 兵庫 1    〇           
29 奈良 7  〇  〇 〇 〇  〇 〇      
30 和歌山 2     〇          
31 鳥取 1               
32 島根 7 〇 〇 〇 〇 〇 〇         
33 岡山 5    〇 〇 〇 〇        
34 広島 1               
35 山口 3 〇   〇           
36 徳島                
37 香川 1               
38 愛媛 2  〇 〇 〇 〇 〇 〇        
39 高知 1               
40 福岡                
41 佐賀 3    〇           
42 長崎                
43 熊本 5 〇 〇 〇 〇 〇 〇         
44 大分 11    〇 〇 〇 〇        
45 宮崎 6 〇    〇 〇  〇       
46 鹿児島 1 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇        
47 沖縄 3  〇 〇 〇           



保に苦労する都道府県が多く、課題の一

つである。 

・ 大学-都道府県-医学生・医師の３者が顔

の見える関係を構築できているかどうか

が医師確保における大きなカギとなって

いると考えられる。 

・ 義務履行と専門研修をどう両立するかは、

キャリア形成プログラム適用医師を対象

とした取組の中では大きな課題であり、

都市部基幹病院と医師少数スポットの中

小病院に２年間、半年交代ペアで派遣、中

小病院派遣時には、基幹病院の医師が指

導する体制を構築しするといった配慮等

は興味深い。 

 

 また、各都道府県が事例集を活用するにあ

たっての留意点として、以下についても留意

する必要があると考えられた。 

 

・ まずは、近隣の都道府県の事例について

確認することが重要である。 

・ 各都道府県と類似した状況にあると思わ

れる都道府県（例：都道府県内医学部数

（一県一医大であるか、複数大学がある

か等）や、設立母体（国立、公立、私立

の別等）とその構成、医師多数県である

か、医師少数県であるか、大都市を有す

る都道府県に隣接しているかどうか等）

の事例について確認する。 

・ 都道府県が、どのような領域における医

師の確保が特に求められているかによっ

て、「取組の主目的別事例提供状況」から

どの都道府県が該当する領域について取

組を行っているかを把握する。 

・ 書面で収集された情報からでは得ること

ができない情報もあるため、地域単位、

全国単位の関係者会議等の場を通じ、担

当者間で直接情報交換・意見交換を進め

る。 

 

 

Ｅ．結論 

  

各都道府県が行う医師確保策の事例収集

を行い、「医師確保取組事例集」を作成、事

例の分析を行うとともに、研究班からのコメ

ントを付して、各都道府県に配布・フィード

バックを行った。本事例集の活用を通じて、

各都道府県における医師確保が少しでも円

滑に進むとともに、次期医師確保計画の作成

にあたって活用が進むことが期待される。 

 

Ｆ．研究発表 

１．論文発表 

 該当無し 

 

２．学会発表 

小池創一, 松本正俊, 岡崎研太郎, 片岡仁美, 

小谷和彦. 都道府県における医師確保に向けた

諸課題に関する研究. 第 81 回日本公衆衛生学

会総会 山形. 2022. 10. 7 -9. 

 

Ｇ．知的財産権の出願・登録状況 

 

 該当無し 

 



令和 4 年 8月 2日 

各都道府県医師確保計画担当課 御中 

厚生労働科学研究班への医師確保策の事例提供について（依頼） 

平素よりお世話になりありがとうございます。 
医師確保計画については、本年度中の医師確保計画策定ガイドラインの改定が予定されており、

これを受けて、来年度、各都道府県において医師確保計画の改定作業を行なわれることとなると承
知しております。 
このような状況を踏まえ、私ども、厚生労働科学研究「医師確保計画を踏まえた効果的な医師偏

在対策の推進についての政策研究」班では、厚生労働省医政局地域医療計画課からご指導をいただ
きながら、各都道府県が実施する医師確保策について取りまとめた事例集を作成することとなりま
した。この事例集は、キャリア形成プログラムの対象者となる医師（都道府県が修学資金を貸与し
た地域枠医師、自治医科大学卒業医師等）及びそれ以外の医師の確保策のそれぞれについて、現在
各都道府県で行われている医師確保策の具体的な取組みについて収集し、研究班からのコメントと
ともに取りまとめ、各都道府県にお送りさせていただくことを計画しているもので、次期医師確保
計画の策定にあたっての基礎資料としてご活用いただくことを目指しております。 
つきましては、ご多忙のところ大変に恐縮ですが、貴都道府県における医師確保策（地域医療支

援センター等で実施するものを含む）の具体的な取組みについて、添付の様式により令和 4 年８月
31 日（水）までに研究班事務局（自治医科大学地域医療学センター地域医療政策部門）までメール
（                            ）または Fax （           ）にてご提出いただきますようご協力をお願いいたしま
す。 
なお、いただきました事例については、必要に応じて、研究班からヒアリングを行う予定として

おりますのであわせてご協力をお願いいたします。 

厚生労働科学研究（地域医療基盤開発推進研究事業）
「医師確保計画を踏まえた効果的な医師偏在対策
の推進についての政策研究」班 
研究代表者 小池創一 
（自治医科大学 地域医療学センター 教授） 

（別添）　研究班からの依頼状

mailto:dhpm@jichi.ac.jp


医師確保取組事例回答票の記入上の留意点について 

〇 趣旨 
本年度末に行われる医師確保計画策定ガイドラインの改定、来年度に行われる医師確保計画の

改定作業にあたって、各都道府県において具体的な医師確保策について検討する際にご活用いた
だけるような医師確保事例集の作成をめざしております。 

〇 提供をいただきたい事例について 
今回事例提供をお願いするのは、医師確保計画策定ガイドラインに、“医師確保計画において定

められる都道府県が行う対策は、地域枠医師等のキャリア形成プログラムの適用を受ける医師に
関する事項が中心になるものと考えられる。”(p17)と定められている他、“キャリア形成プログラ
ムの適用を受ける医師以外についても（中略）、都道府県は適切な関与を行うこと。“(p17) とさ
れていることから、キャリア形成プログラムの適用を受ける医師以外についても事例の提供をお
願いするものです。研究班として想定している事業には以下のようなものがございますが、これ
らに限らず、各都道府県における取組について可能な範囲で積極的な情報提供をお願いします。
１．医師の活躍分野に着目した医師確保策
・医師少数区域等に勤務する医師を確保するための取組事例
・離島に勤務する医師確保のための取組事例
・医師不足診療科（産科、小児科、救急等）の医師を確保するための取組事例

２．医師の属性に着目した医師確保策 
・地域枠医師等のキャリア形成プログラムの適用を受ける医学生・医師に関する取組事例
・地元出身者で、将来県内に勤務することを考えている医師に関する取組事例
・セカンドキャリア医師の確保に関する取組事例
・女性医師の確保に関する取組事例

３．医師確保策の手段に着目した医師確保策 
・HP や SNSを用いた広報活動に関する取組事例
・大学医局、医師会・地域医療対策協議会と連携した活動に関する取組事例
・専門医制度の連携プログラムと連携したに関する取組事例
・コロナ禍における実習、研修、医師との対面活動に制約がある中で行う医師確保の取組事例

〇 その他 
・事例集に掲載する事例については、提供いただいた内容に、別途実施するヒアリング内容をもと
に追記を行うことや、書式を統一する観点から一部修正を加える可能性がございます。
・本事例集については都道府県に送付する他、厚生労働科学研究班の報告書にも掲載する等、公開
が予定されていることから、医師等の個人情報について記載なさらないようお願いいたします。
・研究班からのコメントは、各都道府県の事業の評価を行うことを目的としているものではなく、
事例集を活用される他都道府県に着目いただきたいポイントや、実施上の留意点について研究班
独自の視点で記載をするという趣旨ですので、ご理解いただければ幸いです。



医師確保取組事例回答票 
キャリア形成プログラム適用医師を主な対象とするもの

（送付先 　　　　　　　　　または Fax 　　　　　　　） 
都道府県名    都・道・府・県（いずれかに〇をつけてください）   

（連絡先（部署名・mail 等）：                    ） 
取組概要 

※ 取組の主目的が以下のいずれかの場合、該当する番号に〇をつけて下さい。
1. 医師少数区域に勤務する医師 2. 医師少数スポットに勤務する医師 3. 離島
に勤務する医師 4. へき地に勤務する医師 5. 産科医 6. 小児科医 7. 救急医
8. その他特定の診療科（診療科名：   ） 

特記事項 

事業実施体制（連携・協力機関含む）、事業実施上の留意点・苦労した点につき記入願います。 
地域枠等医師
数 

キャリア形成プログラムの適用を受ける医師 名（   月  日現在） 
令和 4 年度 地域枠入学定員 名（うち、修学資金貸与あり 名） 

事業費用 千円／年（予算額） 
※ 連絡先（部署名・mail 等）の情報は、記載内容について照会する目的のために用い、事例集には都道府県名の

み掲載いたします。複数事例についてご提供いただける場合には、2 枚目以降は空欄で結構です。
※ 公開可能な会議資料、広報媒体、学術誌等に掲載された参考資料についてもご提供いただけますと幸いです。
※ 地域枠の定義については「令和４年度の地域枠等の定義について」（令和３年４月２８日付厚生労働省医政局医

事課長事務連絡）もご参照ください。
※ 欄が足りない場合は適宜伸ばしていだきますようお願いいたします。



医師確保取組事例回答票 
キャリア形成プログラム適用医師以外を主な対象とするもの

（（送付先 　　　　　　　　　または Fax 　　　　　　　）  
都道府県名    都・道・府・県（いずれかに〇をつけてください）   

（連絡先（部署名・mail 等）：                    ） 
主な対象者 

※ 診療科、医師少数区域勤務医師等、事業対象者の属性を記載ください。

取組概要 

※ 取組の主目的が以下のいずれかの場合、該当する番号に〇をつけて下さい。
1. 医師少数区域に勤務する医師 2. 医師少数スポットに勤務する医師 3. 離島
に勤務する医師 4. へき地に勤務する医師 5. 産科医 6. 小児科医 7. 救急医
8. その他特定の診療科（診療科名：   ） 

特記事項 

事業実施体制（連携・協力機関含む）、事業実施上の留意点・苦労した点につき記入願います。 
前年度実績 働きかけを行った人数   人／年、実際の勤務につながった人数  人／年 
事業名 
（予算額） 

   （   千円／年） 
1. 上記事業は今回提供した事業のみを対象とする事業である。
2. 上記事業は今回提供した事業の一部を対象とする事業である。 いずれかに〇
地域医療介護総合確保基金、県単独事業等、別途予算を確保している場合のみ記載。 

※ 連絡先（部署名・mail 等）の情報は、記載内容について照会する目的のために用い、事例集には都道府県名の
み掲載いたします。複数事例についてご提供いただける場合には、2 枚目以降は空欄で結構です。

※ 医師確保策には様々な取組が考えられますが、可能な限り取組毎に別葉にて提出をお願いします。
※ 公開可能な会議資料、広報媒体、学術誌等に掲載された参考資料についてもご提供いただけますと幸いです。
※ 欄が足りない場合は適宜伸ばしていだきますようお願いいたします。
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